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議案第３８号 

射水市観光交流センター条例の制定について 

 射水市観光交流センター条例を次のように定める。 

  令和２年６月８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市観光交流センター条例 

（設置） 

第１条 射水ベイエリアの新たな観光交流拠点として本市の魅力発信及び市

民と観光客との交流の場を創出し、観光振興及び地域活性化を図るため、射

水市観光交流センター（以下「センター」という。）を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称  位置  

観光交流センター  射水市本町二丁目１０番３０号  

 （職員） 

第３条 センターに所長、事務職員その他必要な職員を置くことができる。 

（開館時間） 

第４条 センターの開館時間は、午前９時から午後９時３０分までとする。た

だし、市長が特に必要があると認めたときは、臨時に変更することができる。 

（休館日） 
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第５条 センターの休館日は、１２月２９日から翌年の１月３日までの日とす

る。ただし、市長が特に必要があると認めたときは、休館日以外の日に臨時

に休館することができる。 

（使用の許可） 

第６条 センターを使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の許可をするに当たっては、使用の制限その他管理上必要な

条件を付することができる。 

（使用の不許可） 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、センターの使用を許

可してはならない。 

 (1) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認めたとき。 

 (2) 建物、附属設備、器具等を損傷するおそれがあると認めたとき。 

(3) センターの管理上支障があると認めたとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が使用を不適当と認めたとき。 

（使用の許可の取消し等） 

第８条 市長は、第６条第１項の規定によりセンターの使用の許可を受けた者

（以下「使用者」という。）が、次の各号のいずれかに該当するときは、使

用の許可を取り消し、又は使用を制限し、若しくは退去を命ずることができ

る。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 第６条第２項の規定による許可の条件に違反したとき。 
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(3) 偽りその他不正な手段により使用の許可を受けたとき。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が公益上又は管理上必要があると認 

めたとき。 

２ 前項の規定による使用の許可の取消し等により、使用者に損害が生じた場

合においても、市は、その責めを負わないものとする。 

（使用料） 

第９条 使用者は、使用の許可と同時に別表１に定める使用料を納めなければ

ならない。ただし、時間超過に係る使用料又は市長が特にやむを得ないと認

めたものについては、使用後に納めることができる。 

２ 駐車場を使用する者は、別表２に定める使用料を納めなければならない。 

（使用料の減免） 

第１０条 市長は、規則で定めるところにより、使用料を減額し、又は免除す

ることができる。 

（使用料の還付） 

第１１条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の事由

があると認めたときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（使用者の責務） 

第１２条 使用者は、センターの使用に際しては、この条例及びこの条例に基

づく規則並びに市長の指示に従わなければならない。 

（権利譲渡等の禁止） 

第１３条 使用者は、センターの使用の権利を他人に譲渡し、又は転貸しては

ならない。 
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（原状回復の義務） 

第１４条 使用者は、センターの使用を終了したとき（第８条第１項の規定に

より使用の許可を取り消されたとき、又は退去を命じられたときを含む。）

は、直ちに原状に回復しなければならない。 

（損害賠償） 

第１５条 使用者は、建物、附属設備、器具等を損傷し、又は滅失したときは、

これを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。ただし、市

長が特別の事由があると認めたときは、これを減額し、又は免除することが

できる。 

（指定管理者による管理） 

第１６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第

３項の規定により、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下「指

定管理者」という。）にセンターの管理を行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第１７条 前条の規定により指定管理者にセンターの管理を行わせる場合に、

当該指定管理者が行う業務は、次に掲げる業務とする。 

 (1) センターの維持管理に関する業務 

 (2) センターの使用の許可等に関する業務 

 (3) センターの使用に係る料金（以下「利用料金」という。）に関する業務 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理に関し市長が必要と認める

業務 

２ 前項の場合における第４条から第８条までの規定の適用については、第４
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条及び第５条中「市長が特に必要があると認めたときは」とあるのは「指定

管理者が特に必要があると認めたときは、市長の承認を受けて」と、第６条

及び第７条中「市長」とあるのは「指定管理者」と、第８条中「市長」とあ

り、及び「市」とあるのは「指定管理者」と、「第６条第１項」とあるのは

「第１７条第２項の規定により読み替えて適用する第６条第１項」と、「第

６条第２項」とあるのは「第１７条第２項の規定により読み替えて適用する

第６条第２項」とする。 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１８条 指定管理者は、法令、条例その他市長の定めるところに従い、適正

にセンターの管理を行わなければならない。 

（利用料金） 

第１９条 第１６条の規定により指定管理者にセンターの管理を行わせるこ

ととした場合において、使用者及び駐車場を使用する者は、第９条の規定に

かかわらず、指定管理者に利用料金を納めなければならない。 

２ 利用料金は、第９条に規定する金額の範囲内において、指定管理者が市長

の承認を受けて定める。 

３ 使用者は、使用の許可と同時に利用料金を納めなければならない。ただし、

時間超過に係る利用料金又は市長が特にやむを得ないと認めたときは、使用

後に納めることができる。 

４ 利用料金は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定により指定管理者の

収入とする。 

５ 指定管理者は、規則で定めるところにより、利用料金を減額し、又は免除
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することができる。 

６ 既に納付された利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、第１１

条の規定を準用し、その全部又は一部を還付することができる。この場合に

おいて、同条中「市長」とあるのは、「指定管理者」と読み替えるものとす

る。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、センターの管理運営に関し必要な事

項は、規則で定める。 

附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年８月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布

の日から施行する。  

 （準備行為）  

２ センターの使用に関する手続その他の必要な準備行為は、この条例の施行

前においても行うことができる。  

別表１（第９条関係） 

区分  使用料  

1階  シェアキッチン  1区画  4,000円 /1回

屋外パーゴラ  1区画  300円 /1時間

2階  コンベンションホール  全面  5,700円 /1時間

1/2面  2,800円 /1時間
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1/3面  1,900円 /1時間

屋上  東屋  300円 /1時間

 備考  

  １ １時間未満の端数は、１時間として計算する。  

  ２ 使用者が商業宣伝、営業その他これらに類する目的をもって使用する

場合（シェアキッチンを除く。）の使用料の額は、使用料に１００分の

２００を乗じて得た額とする。  

別表２（第９条関係） 

区分  使用料  

駐車場  入場した時から4時間まで  無料

入場した時から4時間を超え9時間まで1時間までごとに  100円 /1台

入場した時から9時間を超え24時間まで24時間までごとに  500円 /1台

 備考 １時間未満の端数は、１時間として計算する。  
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議案第３９号 

   射水市新型コロナウイルス感染症対策基金条例の制定について 

 射水市新型コロナウイルス感染症対策基金条例を次のように定める。 

  令和２年６月８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市新型コロナウイルス感染症対策基金条例 

（設置） 

第１条 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防止、市民生活の支援及び地

域経済の回復等に必要な経費に充てるため、射水市新型コロナウイルス感染

症対策基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計歳入歳出予算（以下「予算」と

いう。）で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方

法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代える

ことができる。 

（運用収益の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算に計上して、第１条に規定する目
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的を達成するために必要な財源に充て、又はこの基金に編入するものとする。 

（処分） 

第５条 基金は、第１条に規定する目的を達成するために必要な財源に充てる

場合に限り、これを処分することができる。 

（繰替運用） 

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期

間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用するこ

とができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則  

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第４０号 

   射水市市税条例の一部改正について 

 射水市市税条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市市税条例の一部を改正する条例  

（射水市市税条例の一部改正） 

第１条 射水市市税条例（平成１７年射水市条例第７８号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２４条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。 

第３４条の２中「第１２項」を「第１１項」に、「寡婦（寡夫）控除額」

を「寡婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を「第６項」に改める。 

第３６条の２第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条

の２第４項」に改める。 

第５４条中第７項を第８項とし、第６項を第７項とし、第５項を第６項と

し、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者

の存在が不明である場合（前項に規定する場合を除く。）には、その使用

者を所有者とみなして、固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産税

を課することができる。この場合において、市は、当該登録をしようとす
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るときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に通知しなければならない。 

第７４条の２の次に次の１条を加える。 

（現所有者の申告） 

第７４条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以

下この条及び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った日の

翌日から３月を経過した日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市

長に提出しなければならない。 

(1) 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人

との関係及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しな

い者にあっては、住所、氏名又は名称及び同号に規定する個人との関

係） 

(2) 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは

家屋補充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場

合における当該個人の住所及び氏名 

(3) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

第７５条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、

又は現所有者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。 

第９４条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本数の

算定については、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻たばこの０．７本に

換算するものとする。 

  第９４条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に 
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規定する葉巻たばこを除く。）」を加える。 

  第１３１条第６項中「第５４条第６項」を「第５４条第７項」に改める。 

附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特

例基準割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に

規定する平均貸付割合をいう。次項において同じ。）」に、「この条におい

て同じ」を「この項において同じ」に改め、「（以下この条において「特例

基準割合適用年」という。）」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「そ

の年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改め、同条第

２項中「特例基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年０．５パーセ

ントの割合を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年中」に、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割

合と」を「当該加算した割合と」に改める。 

附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。 

附則第１０条中「法附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に「、

第６１条又は第６２条」を、「又は附則第１５条から第１５条の３の２ま

で」の次に「、第６１条若しくは第６２条」を加える。 

附則第１０条の２に次の１項を加える。 

 ２５ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は零とする。 

  附則第１５条の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」

に改める。 

附則第１７条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条の３第

１項」を加える。 
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附則第１７条の２第３項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。 

附則に次の１条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等) 

 第２３条 第９条第７項の規定は法附則第５９条第３項において準用す

る法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間について準用す

る。 

２ 第１０条の規定は法附則第５９条第３項において準用する法第１５

条の３第１項第４号に規定する条例で定める債権について準用する。 

第２条 射水市市税条例の一部を次のように改正する。 

第１９条中「第３２１条の８第２２項及び第２３項の申告書に」を「第３

２１条の８第３４項及び第３５項の申告書に」に、「においては」を「には」

に改め、同条第４号中「によって」を「により」に改め、同条第５号中「、

第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、同条第６号中「第３２１

条の８第２２項及び第２３項」を「第３２１条の８第３４項及び第３５項」

に改める。 

第２０条中「及び第４項」を削る。 

第２３条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第３１

条第２項の表第１号において「収益事業」という。）」を加え、「第３１条

第２項の表第１号」を「同号」に、「第４８条第１０項から第１２項まで」

を「第４８条第９項から第１６項まで」に改める。 

第３１条第２項の表第１号オ中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２

９２条第１項第４号の２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の連結事業
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年度開始の日から６月の期間若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標

準の算定期間又は同項第４号」を「若しくは同項第２号の期間又は同項第３

号」に改める。 

第４８条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３

１項、第３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を

「第９項、第１０項及び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」

を「第３１項及び第３５項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、

「第３項」を「第２項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の７第５項及

び第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項」を「第６６条の７第４

項及び第１０項」に、「第３２１条の８第２４項」を「第３２１条の８第３

６項」に改め、同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第

６８条の９３の３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第

９項」に、「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改

め、同条第４項中「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」

に改め、同条第５項中「第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３

４項」に、「同条第２１項」を「同条第３３項」に、「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に、「同条第２３項」を「同条第３５項」に改め、

同条第６項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２

２項」を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条

の８第３５項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第３

２１条の８第３４項」に、「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に

改め、同項第２号中「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５
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項」に改め、同条第９項を削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」

を「第３２１条の８第５２項」に、「同条第４２項」を「同条第５２項」に、

「第１２項」を「第１１項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項

を同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０項」を「第９項」に改め、同

項を同条第１１項とし、同条第１３項中「第１０項」を「第９項」に、「第

７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条第１２項

とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を「第

１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、

同条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項前段」に、「第３２１条の８

第５１項」を「第３２１条の８第６１項」に、「第１０項」を「第９項」に

改め、同項を同条第１５項とし、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１

２項後段」に、「第１５項」を「第１４項」に、「第７５条の４第３項若し

くは第６項（同法第８１条の２４の３第２項において準用する場合を含

む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項」を「第

９項」に改め、同項を同条第１６項とする。 

第５０条第２項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同

条第２３項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は第４項」を「又は第２

項」に改め、同条第３項中「、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に

改め、「（同条第２項又は第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結

子法人の場合には、当該連結子法人との間に連結完全支配関係がある連結親

法人（法人税法第２条第１２号の６の７に規定する連結親法人をいう。以下

この項において同じ。）若しくは連結完全支配関係があった連結親法人が法
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人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を受け

たこと。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「、第４項又

は第１９項」を「又は第３１項」に改める。 

第５２条第４項から第６項までを削る。 

第９４条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に、「０．７

本」を「１本」に改める。 

附則第３条の２第２項中「及び第４項」を削る。 

附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」

に、「第６１条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改

める。 

附則第１０条の２第２５項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改

める。 

附則に次の２条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例） 

 第２４条 所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に

対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律(令和２年法律第

２５号。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。)

第５条第４項に規定する指定行事のうち、市長が指定するものの中止若

しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、

参加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄

を同条第１項に規定する指定期間内にした場合には、当該納税義務者が

その放棄をした日の属する年中に法附則第６０条第４項に規定する市
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町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７第１項第３号に掲げる

寄附金を支出したものとみなして、第３４条の７の規定を適用する。 

  （新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特

例） 

 第２５条 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイ

ルス感染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附

則第７条の３の２第１項の規定の適用については、同項中「令和１５年

度」とあるのは、「令和１６年度」とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中射水市市税条例第５４条の改正規定、第７４条の２の次に１

条を加える改正規定、第７５条第１項の改正規定、第９４条第２項にた

だし書を加える改正規定、第９４条第４項及び第１３１条第６項の改正

規定並びに附則第６条の規定 令和２年１０月１日 

(2) 第１条中射水市市税条例第２４条第１項第２号、第３４条の２及び第３

６条の２第１項ただし書の改正規定並びに同条例附則第３条の２、第４条

第１項、第１７条第１項、第１７条の２第３項の改正規定、第２条中射水

市市税条例附則第１０条、第１０条の２第２５項の改正規定及び附則に２

条を加える改正規定並びに次条並びに附則第３条の規定 令和３年１月

１日 
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(3) 第２条中射水市市税条例第９４条第２項ただし書の改正規定及び附則

第７条の規定 令和３年１０月１日 

(4) 第２条中射水市市税条例第１９条から第５２条までの改正規定並びに

同条例附則第３条の２第２項の改正規定並びに附則第４条の規定 令和

４年４月１日 

（延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の射水市市税条例（以下「新条例」という。）

附則第３条の２の規定は、前条第１号に掲げる規定の施行の日以後の期間に

対応する延滞金について適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、

なお従前の例による。 

（市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第２４条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第３４条の２

及び第３６条の２第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税

について適用し、令和２年度分までの個人の市民税については、なお従前の

例による。 

２ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条

の２第１項の規定の適用については、同項ただし書中「地震保険料控除額」

とあるのは、「地震保険料控除額、ひとり親控除額（地方税法等の一部を改

正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の法（以下「旧

法」という。）第２９２条第１項第１１号に規定する寡婦（旧法第３１４条

の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は旧法第２９２条第１項第１

２号に規定する寡夫である第２３条第１項第１号に掲げる者に係るものを
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除く。）」とする。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の射水市市税条例の規

定中法人の市民税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この

条において「４号施行日」という。）以後に開始する事業年度（所得税法等

の一部を改正する法律（令和２年法律第８号）第３条の規定（同法附則第１

条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改正前の法人税法（昭和４０

年法律第３４号。以下この条において「４年旧法人税法」という。）第２条

第１２号の７に規定する連結子法人（次項において「連結子法人」という。）

の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結

親法人事業年度をいう。次項において同じ。）が４号施行日前に開始した事

業年度を除く。）分の法人の市民税について適用する。 

２ ４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が４

号施行日前に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び４号施行日

前に開始した連結事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する

連結事業年度をいう。以下この項において同じ。）（連結子法人の連結親法

人事業年度が４号施行日前に開始した連結事業年度を含む。）分の法人の市

民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第５条 新条例第５４条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産

税について適用する。 

２ 新条例第７４条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者で

あることを知った者について適用する。 
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（市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべき

であった葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

第７条 附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべき

であった葉巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。  
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議案第４１号 

   射水市手数料条例の一部改正について 

 射水市手数料条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市手数料条例の一部を改正する条例 

射水市手数料条例（平成１７年射水市条例第８０号）の一部を次のように改

正する。 

 別表第２項第７号の表９の項を削り、１０の項を９の項とし、１１の項から

１５の項までを１項ずつ繰り上げる。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の射水市手数料条

例の規定は、令和２年５月２５日から適用する。  

 



22 

議案第４２号 

   射水市重度心身障害者等医療費助成に関する条例の一部改正に 

ついて 

射水市重度心身障害者等医療費助成に関する条例の一部を次のように改正

する。 

  令和２年６月８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市重度心身障害者等医療費助成に関する条例の一部を改正 

   する条例 

 射水市重度心身障害者等医療費助成に関する条例（平成１７年射水市条例第

１５２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第１号に次のように加える。 

  ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者で

あって、同法施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定

する障害等級が「１級」に該当するもの 

 第２条第２項第５号ア中「又はイ」を「、イ又はウ」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和２年１０月１日から施行する。 
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議案第４３号  

   射水市介護保険条例の一部改正について 

射水市介護保険条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市介護保険条例の一部を改正する条例 

 射水市介護保険条例（平成１７年射水市条例第１５５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第３条第２項から第４項までの規定中「令和元年度及び」を削り、「２４，

１００円」を「１８，５００円」に改め、同条第３項中「３８，９００円」を

「２９，６００円」に改め、同条第４項中「５０，０００円」を「４８，１０

０円」に改める。  

 第８条第１項に次の１号を加える。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、特別の事情があること。  

 第８条第２項に次のただし書を加える。 

  ただし、市長が当該期限により難いと認める場合は、この限りでない。 

   附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （適用区分）  
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２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の射水市介護保険条例の

規定は、令和２年度分の保険料から適用し、令和元年度以前の年度分の保険

料については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の射水市介護保険条例第８条第１項及び第２項の

規定は、令和２年２月１日から適用する。  
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議案第４４号 

   射水市国民健康保険税条例の一部改正について 

 射水市国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

射水市国民健康保険税条例（平成１７年射水市条例第７９号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第２項中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項中「１６万

円」を「１７万円」に改める。 

第２１条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に

改め、同条第２号中「２８万円」を「２８万５千円」に改め、同条第３号中「５

１万円」を「５２万円」に改める。 

第２４条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、市長が当該期限により難いと認める場合は、この限りでない。 

附則第１３項及び第１４項中、「第３５条の２第１項」の次に「、第３５条

の３第１項」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則第１３項及び第１４項
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の改正規定は、土地基本法等の一部を改正する法律（令和２年法律第１２号）

附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１日か

ら施行する。 

（適用区分） 

２ 次項に定めるものを除き、この条例による改正後の射水市国民健康保険税

条例の規定は、令和２年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、

令和元年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の射水市国民健康保険税条例第２４条第２項ただ

し書の規定は、令和２年２月１日から適用する。 
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議案第４５号 

   射水市国民健康保険条例の一部改正について 

 射水市国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

射水市国民健康保険条例（平成１７年射水市条例第１５４号）の一部を次の

ように改正する。 

附則に次の見出し及び４項を加える。 

（新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金） 

５ 給与等（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２８条第１項に規定する

給与等をいい、賞与（健康保険法第３条第６項に規定する賞与をいう。）を

除く。以下同じ。）の支払を受けている被保険者が療養のため労務に服する

ことができないとき（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法

律第３１号）附則第１条の２に規定する新型コロナウイルス感染症に感染し

たとき又は発熱等の症状があり当該感染症の感染が疑われるときに限る。）

は、その労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した

日から労務に服することができない期間のうち労務に就くことを予定して

いた日について、傷病手当金を支給する。 

６ 傷病手当金の額は、１日につき、傷病手当金の支給を始める日の属する月
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以前の直近の継続した３月間の給与等の収入の額の合計額を就労日数で除

した金額（その額に、５円未満の端数があるときは、これを切り捨て、５円

以上１０円未満の端数があるときは、これを１０円に切り上げるものとす

る。）の３分の２に相当する金額（その金額に、５０銭未満の端数があると

きは、これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数があるときは、これを１

円に切り上げるものとする。）とする。ただし、健康保険法第４０条第１項

に規定する標準報酬月額等級の最高等級の標準報酬月額の３０分の１に相

当する金額の３分の２に相当する金額を超えるときは、その金額とする。 

７ 傷病手当金の支給期間は、その支給を始めた日から起算して１年６月を超

えないものとする。 

 （新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者等に係る傷病手当金と給与

等との調整) 

８ 新型コロナウイルス感染症に感染した場合又は発熱等の症状があり当該

感染症の感染が疑われる場合において給与等の全部又は一部を受けること

ができる者に対しては、これを受けることができる期間は、傷病手当金を支

給しない。ただし、その受けることができる給与等の額が、附則第６項の規

定により算定される額より少ないときは、その差額を支給する。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第５項から第８項までの規

定は、傷病手当金の支給を始める日が令和２年１月１日から規則で定める日ま

での間に属する場合に適用することとする。 
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議案第４６号 

射水市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

 射水市後期高齢者医療に関する条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提 出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例  

 射水市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年射水市条例第４号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

 (8) 広域連合条例附則第５条に規定する傷病手当金の支給に係る申請書の

提出の受付 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４７号  

   射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提

供に関する条例の一部改正について  

 射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を次のように改正する。  

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の

提供に関する条例の一部を改正する条例  

 射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２

７年射水市条例第４８号）の一部を次のように改正する。  

 別表１に次のように加える。  

22 市長  射水市副食費給付事業実施要綱（令和元年射水市告示第203

号）による幼稚園の副食費の給付に関する事務  
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23 市長  

 

射水市副食費給付事業実施要綱による保育所等又は幼保連携

型認定こども園の副食費の給付に関する事務  

別表２に次のように加える。  

22 市長  射水市副食費給付事業実施要綱による幼稚

園の副食費の給付に関する事務  

地方税関係情報  

住民票関係情報  

23 市長  射水市副食費給付事業実施要綱による保育

所等又は幼保連携型認定こども園の副食費

の給付に関する事務  

地方税関係情報  

住民票関係情報  

   附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第４８号 

   射水市不妊治療費助成に関する条例の一部改正について 

 射水市不妊治療費助成に関する条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市不妊治療費助成に関する条例の一部を改正する条例  

 射水市不妊治療費助成に関する条例（平成２４年射水市条例第３号）の一部 

を次のように改正する。 

 附則に次の一項を加える。 

 （助成金交付対象者の年齢に関する特例） 

３ 令和２年４月１日から令和３年３月３１日までの期間については、第４条

６号中「４３歳」とあるのは、「４４歳」とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第３項の規定は、令和２年

４月１日から適用する。  
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議案第４９号 

射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不 

均一課税に関する条例の一部改正について 

 射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不均一課税に

関する条例の一部を次のように改正する。 

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不 

均一課税に関する条例の一部を改正する条例 

 射水市地方活力向上地域における固定資産税の課税免除又は不均一課税に

関する条例（平成２７年射水市条例第４９号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「令和２年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の第２条第１項の規定は、令和２

年４月１日から適用する。 
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議案第５０号 

   射水市道路法に基づく市道の構造の技術的基準等を定める条例 

の一部改正について 

 射水市道路法に基づく市道の構造の技術的基準等を定める条例の一部を次

のように改正する。 

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市道路法に基づく市道の構造の技術的基準等を定める条例 

の一部を改正する条例 

 射水市道路法に基づく市道の構造の技術的基準等を定める条例（平成２５年

射水市条例第９号）の一部を次のように改正する。  

 第２条第２項第２３号中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加え、

同号を同項第２４号とし、同項中第１５号から第２２号までを１号ずつ繰り下

げ、第１４号の次に次の１号を加える。  

 (15) 自転車通行帯 自転車を安全かつ円滑に通行させるために設けられる

帯状の車道の部分をいう。  

第３条第１項中「停車帯」の次に「、自転車通行帯」を加え、同条第５項中

「普通道路の車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。  

第５条第２項中「副道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。  

第７条の次に次の１条を加える。  
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（自転車通行帯）  

第７条の２ 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道路（自転

車道を設ける道路を除く。）には、車道の左端寄り（停車帯を設ける道路に

あっては、停車帯の右側。次項において同じ。）に自転車通行帯を設けるも

のとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

においては、この限りでない。  

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及び歩行

者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路（自転車道を設ける道路及び

前項に規定する道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自

転車の通行を分離する必要がある場合においては、車道の左端寄りに自転車

通行帯を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由により

やむを得ない場合においては、この限りでない。  

３ 自転車通行帯の幅員は、１．５メートル以上とするものとする。ただし、

地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、１メー

トルまで縮小することができる。  

４ 自転車通行帯の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定める

ものとする。  

 第９条第１項中「第３種又は第４種の道路」を「第３種（第４級及び第５級  

を除く。次項において同じ。）又は第４種（第３級及び第４級を除く。同項に  

おいて同じ。）の道路で設計速度が１時間につき６０キロメートル以上である  

もの」に改め、同条第２項中「道路（」を「道路で設計速度が１時間につき６  

０キロメートル以上であるもの（」に改める。  
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 第１０条第１項中「自転車道」の次に「又は自転車通行帯」を加える。  

 第１１条第１項中「自転車道」の次に「若しくは自転車通行帯」を加える。 

 第３２条第３号中「車道」の次に「（自転車通行帯を除く。）」を加える。  

 第４１条中「第７条」の次に「、第７条の２第３項」を加える。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例の施行の際現に新設又は改築の工事中の第３種又は第４種の道

路については、この条例による改正後の射水市道路法に基づく市道の構造の

技術的基準等を定める条例第７条の２並びに第９条第１項及び第２項の規

定にかかわらず、なお従前の例による。  
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議案第５１号  

   市道路線の廃止について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定により、市道路

線を次のとおり廃止する。  

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

廃止する路線  

廃止路線名  起   点  終   点  

橋下条２６７号線  橋下条  橋下条  
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議案第５２号  

市道路線の認定について  

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、市道路線

を次のとおり認定する。  

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

認定する路線  

認定路線名  起   点  終   点  

橋下条２９７号線  橋下条  橋下条  

橋下条２９８号線  橋下条  橋下条  

橋下条２９９号線  橋下条  橋下条  

橋下条３００号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０１号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０２号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０３号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０４号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０５号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０６号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０７号線  橋下条  橋下条  

橋下条３０８号線  橋下条  橋下条  
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橋下条３０９号線  橋下条  橋下条  

橋下条３１０号線  橋下条  橋下条  

橋下条３１１号線  橋下条  橋下条  

大江１４１０号線  大江  大江  

三ケ１１４１号線  三ケ  三ケ  

中村１２号線  中村  中村  

中村１３号線  中村  中村  

中村１４号線  中村  中村  

中村１５号線  中村  中村  

中村１６号線  中村  中村  
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議案第５３号  

   動産の取得について  

 大型化学高所放水車の購入について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第８号及び射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得

又は処分に関する条例（平成１７年射水市条例第５０号）第３条の規定により

議会の議決を求める。  

記  

１ 名    称  大型化学高所放水車  

２ 数    量  １台  

３ 取 得 の 方 法  指名競争入札による契約  

４ 取 得 価 格  １１５，８８５，０００円  

（うち消費税等１０，５３５，０００円）  

５ 契約の相手方  富山市牛島新町４番１０号  

           株式会社モリタ富山営業所  

            所長 伊藤 晶広  

 

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志
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議案第５４号 

   旧大島社会福祉センター改修（建築主体）工事請負契約について    

 令和２年５月２８日に制限付き一般競争入札に付した旧大島社会福祉セン

ター改修（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結するため、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び射水市議会

の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成１７年射水

市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  旧大島社会福祉センター改修（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ２４７，５００，０００円 

           （うち消費税等 ２２，５００，０００円） 

４ 契約の相手方  くみあい建設・永森建設工業旧大島社会福祉センター改

修（建築主体）工事共同企業体 

代表者 射水市鷲塚６５番地７ 

               くみあい建設株式会社 

               代表取締役社長 渡邊 竜一 

           構成員 射水市三ケ３９７３番地 

               永森建設工業株式会社 

               代表取締役 永森 忠志 

   

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５５号 

   射水市立大門中学校長寿命化改良第Ⅲ期（建築主体）工事請負契    

   約について 

令和２年５月２８日に制限付き一般競争入札に付した射水市立大門中学校

長寿命化改良第Ⅲ期（建築主体）工事について、下記のとおり請負契約を締結

するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び

射水市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平成

１７年射水市条例第５０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

記  

１ 契 約 の 目 的  射水市立大門中学校長寿命化改良第Ⅲ期（建築主体）工事 

２ 契 約 の 方 法  制限付き一般競争入札による契約 

３ 契 約 金 額  ５１９，２００，０００円 

           （うち消費税等４７，２００，０００円） 

４ 契約の相手方  髙田建設・佳栄建設射水市立大門中学校長寿命化改良第

Ⅲ期（建築主体）工事共同企業体 

           代表者 射水市土合１４９０番地 

               髙田建設株式会社 

               代表取締役 髙田 実 

           構成員 射水市七美中野２０５番地 

               株式会社佳栄建設 

               代表取締役 小関 佳誉子 

 

  令和２年６月８日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第 ４ 号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次

のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を

求める。 

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

専決処分第 ３ 号 

   射水市長、副市長及び教育委員会教育長の給与に関する条例の一  

部改正について 

 射水市長、副市長及び教育委員会教育長の給与に関する条例（平成１７年射

水市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

  令和２年５月２５日 専決処分 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第１７号 

   射水市長、副市長及び教育委員会教育長の給与に関する条例の    

   一部を改正する条例  

 附則に次の１項を加える。 

 （令和２年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

３ 令和２年６月に支給する市長等の期末手当の額は、第３条第２項の規定に 
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 かかわらず、同項の規定により算定される期末手当の額（以下この項におい 

 て「算定額」という。）から市長にあっては算定額に１００分の５０を、副 

 市長にあっては算定額に１００分の２０を、教育長にあっては算定額に１０ 

０分の１０を乗じて得た額を減じた額とする。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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報告第  ５  号  

   継続費繰越計算書について（一般会計）  

 令和元年度射水市一般会計予算第２条の継続費は、別紙のとおり繰り越した

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第１項の規定

により報告する。  

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ６  号  

   繰越明許費繰越計算書について（一般会計）  

 令和元年度射水市一般会計補正予算（第４号）第２条及び令和元年度射水市

一般会計補正予算（第５号）第２条の繰越明許費は、別紙のとおり繰り越した

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定

により報告する。  

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ７  号  

   繰越明許費繰越計算書について（介護保険事業特別会計）  

 令和元年度射水市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）第２条の繰越明

許費は、別紙のとおり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１４６条第２項の規定により報告する。  

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志 
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報告第  ８  号  

   事故繰越し繰越計算書について（一般会計）  

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第３項の規定によ

り、令和元年度射水市一般会計事故繰越しについて、別紙のとおり報告する。 

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第  ９  号  

   建設改良費繰越計算書について（下水道事業会計）  

 令和元年度射水市下水道事業会計予算の建設改良費は、別紙のとおり繰り越

したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規

定により報告する。  

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第１０号  

   建設改良費繰越計算書について（病院事業会計）  

 令和元年度射水市病院事業会計予算の建設改良費は、別紙のとおり繰り越し

たので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により報告する。  

  令和２年６月８日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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